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   令和５年度北薩広域行政事務組合歳入歳出決算の審査意見について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項の規定により審査

に付された、令和５年度北薩広域行政事務組合歳入歳出決算を審査した結果、

次のとおり意見を決定したので提出します。 
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注   記 

 

 

 

１ 文中及び諸表中の金額は、原則として円単位で表示している。万円単位のものについて

は、表示金額未満の端数を切り捨てている。 

 

２ 文中及び諸表中の比率は、原則として少数第２位を四捨五入している。そのため、構成

比の合計が一致しない場合がある。 

 

３ 文中及び諸表中のポイントは、百分率間及び指数間の単純差し引き数値である。 

 

４ 諸表中の符合の用法は、次のとおりである。 

「0」、「0.0」 該当数値はあるが単位未満のもの又はポイントで差引数値が０のもの 

「－」 該当数値がないもの 

「△」 減数又は負数 

 

５ 諸表中の前年度に対する増減率で、当年度に全て増加したものは「皆増」、全て減少した

ものは「皆減」、1,000 パーセント以上増加したものは「著増」と表示している。 
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第１ 審査の種類 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づく決算審査 

 

第２ 審査の対象 

令和５年度北薩広域行政事務組合歳入歳出決算 

   政令で定める書類 

    令和５年度北薩広域行政事務組合歳入歳出決算事項別明細書 

    同              実質収支に関する調書 

同              財産に関する調書 

 

第３ 審査の期間 

令和６年８月２１日から同年９月１０日まで 
 
第４ 審査の方法 

審査に付された歳入歳出決算及び政令で定める書類について、関係法令に準

拠して作成されているかを確認し、決算の計数は正確であるか、予算の執行は

適正かつ効率的に行われているか、財務に関する事務処理は適正に行われてい

るか等に主眼を置き、証拠書類との照合審査を実施した。 
また、関係職員から説明を聴取するとともに、定期監査、例月現金出納検査

の結果等も参考にしながら、北薩広域行政事務組合監査委員監査基準に準拠し

て審査を実施した。 
 
第５ 審査の結果 

歳入歳出決算及び政令で定める書類は、前記の方法により審査した限りにお

いて、いずれも関係法令に適合し、かつ決算の計数は、証拠書類と照合の結果、

正確であると認められた。 
また、予算の執行、事務処理については、おおむね適正に行われていると認

められた。 
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第６ 審査の内容 

 
１ 決算の総括 

令和５年度の決算額の合計は、 
     歳 入 ９億４，１１８万４，４９８円 
     歳 出 ９億  ２５９万  ６３５円 

で、歳入歳出差引きでは３，８５９万３，８６３円の残額を生じており、翌年度

へ繰り越すべき財源もなく、同額が実質収支額である。 
また、この額から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支額は１２１万７，

５４３円で、積立金、繰上償還金及び積立金取崩し金がないため、同額が実質単

年度収支額である。 
年度別決算収支状況は、次表のとおりである。 

年度別決算収支状況 

増　減　額 増　減　率
円 円 円 ％

941,184,498 871,315,773 69,868,725 8.0

歳 出 総 額
Ｂ 902,590,635 833,939,453 68,651,182 8.2

歳入歳出差引額
Ｃ ＝ Ａ － Ｂ 38,593,863 37,376,320 1,217,543 3.3
翌年度へ繰り越す
べ き 財 源 Ｄ 0 0 0 -

（ア） （イ）

38,593,863 37,376,320 1,217,543 3.3
（ア）－（イ）

1,217,543 13,499,752 △ 12,282,209
積 立 金

Ｇ 0 0 0 -
繰 上 償 還 金

Ｈ 0 0 0 -
積立金取崩し金

Ｉ 0 0 0 -

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
前 年 度 比 較

歳 入 総 額
Ａ

実 質 収 支
Ｅ ＝ Ｃ － Ｄ

実質単年度収支
Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ 1,217,543 13,499,752 △ 12,282,209 △ 91.0

△ 91.0
単 年 度 収 支

Ｆ

 

 
２ 決算の推移 

前年度と比較すると、歳入は６，９８６万８，７２５円（８．０パーセント）、

歳出は６，８６５万１，１８２円（８．２パーセント）ともに増加している。 
これは、歳出において、ごみ処理施設定期補修等の環境センター維持補修費、

旧環境センター解体工事（令和５年度分）等の旧環境センター解体事業費がいず

れも増加し、歳入では、国庫支出金が増加したことが主な要因である。 
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過去４年間の決算の推移は、次表のとおりである。 
決 算 の 推 移 

5年度 4年度 3年度

/4年度 /3年度 /2年度
円 円 円 円 ％ ％ ％

941,184,498 871,315,773 770,859,227 5,322,804,289 108.0 113.0 14.5

歳 出 902,590,635 833,939,453 746,982,659 5,278,622,317 108.2 111.6 14.2

歳 入

決　　　　　　　算　　　　　　　額 対　　　　比
区 分

令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和２年度

 
 
３ 予算の執行状況 

当初予算額は１０億８，４９１万２，０００円で、補正予算において１億４，

７１４万１，０００円を減額した予算現額は９億３，７７７万１，０００円とな

っている。 
これに対し、歳入の収入率は１００．４パーセント、歳出の執行率は９６．２

パーセントとなっている。 
 
【歳 入】 

対 予 算 対 調 定

（C)/（A) （C)/（B)

円 円 円 円 円 円 ％ ％

937,771,000 941,184,498 941,184,498 0 0 3,413,498 100.4 100.0

4 862,964,000 871,315,773 871,315,773
0 0 8,351,773 101.0 100.0

ポイント ポイント

74,807,000 69,868,725 69,868,725 0 0 △ 4,938,275 △ 0.6 0.0増減

5

年 度
収　入　率

対 予 算
収 入 増 減

予 算 現 額
(A)

調 定 額
(B)

収 入 済 額
(C)

収 入
未 済 額

不 納
欠 損 額

 

 
【歳 出】 

円 円 円 円 ％

937,771,000 902,590,635 0 35,180,365 96.2

4
862,964,000 833,939,453 0 29,024,547 96.6

ポイント

74,807,000 68,651,182 0 6,155,818 △ 0.4
増減

5

年 度
執 行 率
(B)/(A)

不 用 額
予 算 現 額

(A)
支 出 済 額

(B)
翌 年 度
繰 越 額
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４ 決算の状況 

⑴ 歳 入 

歳入総額は９億４，１１８万４，４９８円で、前年度と比較すると６，９８

６万８，７２５円（８．０パーセント）増加している。 
収入状況を前年度と比較すると次表のとおりである。 
 

歳入款別状況 

収 入 済 額 構 成 比
対 予 算
収 入 率

収 入 済 額 構 成 比
対 予 算
収 入 率

増 減 額 増 減 率

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％

703,339,000 74.7 100.0 740,533,000 85.0 100.0 △ 37,194,000 △ 5.0

2
使用料及
び手数料

60,928,940 6.5 98.0 62,523,012 7.2 104.0 △ 1,594,072 △ 2.5

3
国 庫
支 出 金

63,556,000 6.8 100.0 6,056,000 0.7 100.0 57,500,000 949.5

5 財産収入 2,590 0.0 129.5 2,590 0.0 129.5 0 0.0

6 繰 越 金 37,376,320 4.0 100.0 23,876,568 2.7 100.0 13,499,752 56.5

7 諸 収 入 35,281,648 3.7 115.2 36,624,603 4.2 119.4 △ 1,342,955 △ 3.7

8 組 合 債 40,700,000 4.3 100.0 1,700,000 0.2 100.0 39,000,000 著増

941,184,498 100.0 100.4 871,315,773 100.0 101.0 69,868,725 8.0合 計

前 年 度 比 較

分担金及
び負担金

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

1

区分

 
 

歳入性質別決算状況 

収 入 済 額 構成比 収 入 済 額 構成比 増 減 額 増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

836,921,498 88.9 842,705,773 96.7 △ 5,784,275 △ 0.7

分 担 金 及 び
負 担 金

703,379,630 74.7 719,721,867 82.6 △ 16,342,237 △ 2.3

使 用 料 及 び
手 数 料

60,928,940 6.5 62,523,012 7.2 △ 1,594,072 △ 2.5

財 産 収 入 2,590 0.0 2,590 0.0 0 0.0

繰 越 金 37,376,320 4.0 23,876,568 2.7 13,499,752 56.5

諸 収 入 35,234,018 3.7 36,581,736 4.2 △ 1,347,718 △ 3.7

104,263,000 11.1 28,610,000 3.3 75,653,000 264.4

地 方 交 付 税 7,000 0.0 20,854,000 2.4 △ 20,847,000 △ 100.0

国 庫 支 出 金 63,556,000 6.8 6,056,000 0.7 57,500,000 949.5

組 合 債 40,700,000 4.3 1,700,000 0.2 39,000,000 著増

941,184,498 100.0 871,315,773 100.0 69,868,725 8.0

前 年 度 比 較

合 計

区 分
令 和 ５ 年 度

自 主 財 源

依 存 財 源

令 和 ４ 年 度
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以下、各款の決算状況は、次のとおりである。 
 

第１款 分担金及び負担金 

対 予 算 対 調 定

円 円 円 円 円 ％ ％

703,339,000 703,339,000 703,339,000 0 0 100.0 100.0

4
740,533,000 740,533,000 740,533,000 0 0 100.0 100.0

ポイント ポイント

△ 37,194,000 △ 37,194,000 △ 37,194,000 0 0 0.0 0.0
増減

5

年 度
収　入　率対 予 算

収入増減
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

収 入
未済額

 
分担金及び負担金は、収入済額７億３３３万９，０００円で、歳入総額の７４．

７パーセントを占めている。 
収入済額を前年度と比較すると、３，７１９万４，０００円（５．０パーセン

ト）減少している。これは、環境センターが稼働から３年を経過し２年の瑕疵担

保期間が終了したことに伴い、ごみ処理施設定期補修等が増加したものの、リサ

イクル処理施設整備事業の定時償還元金、環境センター施設管理費に係る委託料

等の減少に伴い、その財源としての負担金が減少したことによるものである。 
 

負担金の内訳は、次表のとおりである。 
 

負 担 金 内 訳 表 

金 額 負担比率 金 額 負担比率 増 減 額 増減率
円 ％ 円 ％ 円 ％

181,618,000 25.8 183,042,000 24.7 △ 1,424,000 △ 0.8

421,373,000 59.9 432,263,000 58.4 △ 10,890,000 △ 2.5

100,341,000 14.3 104,374,000 14.1 △ 4,033,000 △ 3.9

703,332,000 100.0 719,679,000 97.2 △ 16,347,000 △ 2.3

7,000 0.0 20,854,000 2.8 △ 20,847,000 △ 100.0

703,339,000 100.0 740,533,000 100.0 △ 37,194,000 △ 5.0

前 年 度 比 較令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
市 町 名 等

合 計

小 計

地 方 交 付 税

阿 久 根 市

長 島 町

出 水 市
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第２款 使用料及び手数料 

対 予 算 対 調 定

円 円 円 円 円 ％ ％

62,179,000 60,928,940 60,928,940 0 △ 1,250,060 98.0 100.0

4
60,117,000 62,523,012 62,523,012 0 2,406,012 104.0 100.0

ポイント ポイント

2,062,000 △ 1,594,072 △ 1,594,072 0 △ 3,656,072 △ 6.0 0.0
増減

5

年 度
収　入　率対 予 算

収 入 増 減
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

収 入
未 済 額

  使用料及び手数料は、予算現額６，２１７万９，０００円に対し、収入済額６， 
０９２万８，９４０円で、歳入総額の６．５パーセントを占めている。収入済額 
を前年度と比較すると、１５９万４，０７２円（２．５パーセント）減少してい 
る。これは主に、環境センター使用料が１５２万３，２１０円（２．６パーセン 
ト）減少したことによるものである。 
収入済額の主なものは、環境センター使用料５，８１８万９，２９０円及びリ

サイクルセンター使用料２６６万２，５３０円である。 
 
 
第３款 国庫支出金 

対 予 算 対 調 定

円 円 円 円 円 ％ ％

63,556,000 63,556,000 63,556,000 0 0 100.0 100.0

4
6,056,000 6,056,000 6,056,000 0 0

100.0 100.0

ポイント ポイント

57,500,000 57,500,000 57,500,000 0 0 0.0 0.0
増減

5

年 度
収　入　率対 予 算

収 入 増 減
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

収 入
未 済 額

 国庫支出金は、旧環境センターの解体事業に係る循環型社会形成推進交付金で、

収入済額を前年度と比較すると、５，７５０万円（９４９．５パーセント）増加

している。 
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第５款 財産収入 

対 予 算 対 調 定

円 円 円 円 円 ％ ％

2,000 2,590 2,590 0 590 129.5 100.0

4
2,000 2,590 2,590 0 590 129.5 100.0

ポイント ポイント

0 0 0 0 0 0.0 0.0
増減

5

年 度
収　入　率対 予 算

収 入 増 減
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

収 入
未 済 額

  

財産収入は、衛生センターの普通財産土地貸付料である。 
 
 

第６款 繰越金 

対 予 算 対 調 定

円 円 円 円 円 ％ ％

37,376,000 37,376,320 37,376,320 0 320 100.0 100.0

4
23,876,000 23,876,568 23,876,568 0 568 100.0 100.0

ポイント ポイント

13,500,000 13,499,752 13,499,752 0 △ 248 0.0 0.0
増減

5

年 度
収　入　率対 予 算

収 入 増 減
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

収 入
未 済 額

  収入済額は令和４年度からの純繰越金３，７３７万６，３２０円で、歳入総額 
の４．０パーセントを占めており、収入済額を前年度と比較すると、１，３４９

万９，７５２円（５６．５パーセント）増加している。 
 

 

第７款 諸収入 

対 予 算 対 調 定

円 円 円 円 円 ％ ％

30,619,000 35,281,648 35,281,648 0 4,662,648 115.2 100.0

4
30,680,000 36,624,603 36,624,603 0 5,944,603 119.4 100.0

ポイント ポイント

△ 61,000 △ 1,342,955 △ 1,342,955 0 △ 1,281,955 △ 4.2 0.0増減

対 予 算
収入増減

収　入　率

5

調 定 額 収 入 済 額
収 入
未 済 額

年 度 予 算 現 額

 

諸収入は、予算現額３，０６１万９，０００円に対し、収入済額３，５２８万

１，６４８円で、歳入総額の３．７パーセントを占めている。 
収入済額を前年度と比較すると１３４万２，９５５円（３．７パーセント）減

少している。これは、ごみ処理施設売電収入が１０５万１１１円（８．４パーセ

ント）増加したものの、不用品売払収入が２４７万１３５円（１０．３パーセン

ト）減少したことが主な要因である。 
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第８款 組合債 

対 予 算 対 調 定

円 円 円 円 円 ％ ％

40,700,000 40,700,000 40,700,000 0 0 100.0 100.0

4
1,700,000 1,700,000 1,700,000 0 0

100.0 100.0

ポイント ポイント

39,000,000 39,000,000 39,000,000 0 0 0.0 0.0
増減

5

年 度
収　入　率対 予 算

収 入 増 減
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

収 入
未 済 額

  組合債は、旧環境センターの解体事業によるもので、収入済額を前年度と比較 

すると、３，９００万円（著増）増加している。 
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⑵ 歳 出 

歳出総額は９億２５９万６３５円で、前年度と比較すると６，８６５万１，

１８２円（８．２パーセント）増加している。 
款別決算状況は次表のとおりである。 
 

款 別 決 算 状 況 

支 出 済 額 構 成 比 執 行 率 支 出 済 額 構 成 比 執 行 率 増 減 額 増減率

円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 ％

882,237 0.1 59.1 930,212 0.1 57.6 △ 47,975 △ 5.2

2 総 務 費 72,566,074 8.0 98.2 81,856,152 9.8 98.9 △ 9,290,078 △ 11.3

3 民 生 費 41,251,137 4.6 89.6 44,029,653 5.3 92.0 △ 2,778,516 △ 6.3

4 衛 生 費 787,878,500 87.3 96.6 650,222,757 78.0 96.6 137,655,743 21.2

6 公 債 費 12,687 0.0 22.7 56,900,679 6.8 99.9 △ 56,887,992 △ 100.0

7 予 備 費 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 -

902,590,635 100.0 96.2 833,939,453 100.0 96.6 68,651,182 8.2合計

前 年 度 比 較

議 会 費

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
区分

1

 
 

 

歳出性質別決算状況 

支 出 済 額 構成比 支 出 済 額 構成比 増 減 額 増減率
円 ％ 円 ％ 円 ％

602,715,198 66.8 674,402,430 80.9 △ 71,687,232 △ 10.6

人 件 費 183,830,096 20.4 182,618,509 21.9 1,211,587 0.7

物 件 費 405,604,899 44.9 469,333,033 56.3 △ 63,728,134 △ 13.6

扶 助 費 ・
補 助 費 等

11,274,023 1.2 20,148,082 2.4 △ 8,874,059 △ 44.0

維 持
補 修 費

2,006,180 0.2 2,302,806 0.3 △ 296,626 △ 12.9

299,862,750 33.2 102,636,344 12.3 197,226,406 192.2

普 通 建 設
事 業 費

299,862,750 33.2 102,636,344 12.3 197,226,406 192.2

12,687 0.0 56,900,679 6.8 △ 56,887,992 △ 100.0

902,590,635 100.0 833,939,453 100.0 68,651,182 8.2

前 年 度 比 較令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度
区 分

合 計

消 費 的 経 費

投 資 的 経 費

公 債 費
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職員給与費は次表のとおりで、歳出総額の１７．４パーセントを占め、前年

度と比較すると３３１万８，４５４円（２．２パーセント）増加している。 
年度末における職員数は、事務局長、総務課１０人（総務課長、庶務係３人、

施設整備係２人、介護認定審査係４人）、施設管理課８人（施設管理課長、課長

補佐、環境センター管理係２人、リサイクルセンター管理係２人、衛生センタ

ー管理係２人）の計１９人である。 
 

職 員 給 与 費 内 訳 表 

増 減 額 増減率

円 円 円 ％
79,098,700 77,548,200 1,550,500 2.0

職 員 手 当 51,551,032 50,251,539 1,299,493 2.6

小 計 130,649,732 127,799,739 2,849,993 2.2

共 済 費 26,196,257 25,727,796 468,461 1.8

合 計 156,845,989 153,527,535 3,318,454 2.2

前 年 度 比 較

給 料

区 分 令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

 

 
以下、各款別の決算状況は、次のとおりである。 

 
 
第１款 議会費 

年 度 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

円 円 円 ％

1,492,000 882,237 609,763 59.1

4 1,615,000 930,212 684,788 57.6
ポイント

増減 △ 123,000 △ 47,975 △ 75,025 1.5

5

 
支出済額は８８万２，２３７円で、予算現額に対する執行率は５９．１パーセ

ントとなっている。 
支出済額の主なものは、議員報酬３０万７，１７７円、議会運営費の費用弁償

３０万４，５７０円である。 
不用額の主なものは、議会運営費の旅費６０万５，８３０円である。 
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第２款 総務費 

年 度 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

円 円 円 ％

73,921,000 72,566,074 1,354,926 98.2

4
82,795,000 81,856,152 938,848 98.9

ポイント

増減 △ 8,874,000 △ 9,290,078 416,078 △ 0.7

5

 
支出済額は７，２５６万６，０７４円で、歳出総額の８．０パーセントを占め

ており、予算現額に対する執行率は９８．２パーセントとなっている。 
支出済額を前年度と比較すると、９２９万７８円（１１．３パーセント）減少

している。これは、派遣職員退職手当負担金の対象者数の減等による総務一般管

理費の減が主な要因である。 
 
支出済額の主なものは、職員給与費のほか次のとおりである。 

総務管理費  

一般管理費  

総務一般管理費  

通信費（後納郵便料、電話・ＦＡＸ料等） 308,644 円 

電算システム運用等負担金 378,000 円 

派遣職員退職手当負担金（阿久根市１人） 2,946,000 円 

監査委員費（委員報酬、費用弁償） 222,360 円 

 
不用額の主なものは、総務管理費の一般管理費１３１万３，２８６円である。 

 

 

第３款 民生費 

年 度 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

円 円 円 ％

46,029,000 41,251,137 4,777,863 89.6

4 47,881,000 44,029,653 3,851,347 92.0
ポイント

増減 △ 1,852,000 △ 2,778,516 926,516 △ 2.4

5

 
支出済額は４，１２５万１，１３７円で、歳出総額の４．６パーセントを占め

ており、予算現額に対する執行率は８９．６パーセントとなっている。 
支出済額の主なものは、介護保険業務費の職員給与費のほか、認定審査業務費

の介護認定審査会委員報酬１，４３３万５，５００円、インターネットプロバイ

ダー料及び後納郵便料等の通信費９２万８，６８０円、障害判定業務費の障害支
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援区分認定審査会委員報酬１０８万６，０００円である。 
 
不用額の主なものは、認定審査業務費の３３３万５，３０５円である。 

 
 
第４款 衛生費 

年 度 予 算 現 額 支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額 執 行 率

円 円 円 円 ％

815,773,000 787,878,500 0 27,894,500 96.6

4
673,222,000 650,222,757 0 22,999,243 96.6

ポイント

増減 142,551,000 137,655,743 0 4,895,257 0.0

5

  支出済額は７億８，７８７万８，５００円で、歳出総額の８７．３パーセント 
を占めており、予算現額に対する執行率は９６．６パーセントとなっている。 

支出済額を前年度と比較すると１億３，７６５万５，７４３円（２１．２パー

セント）増加している。これは、ボイラー定期事業者検査業務委託料５，６５４

万円が皆減したものの、ごみ処理施設定期補修８，３６０万円（皆増）、旧環境

センター解体事業費１億１，３１４万９，０５０円（著増）それぞれ増加したこ

とが主な要因である。 
 
支出済額の主なものは、職員給与費のほか次のとおりである。 

じんかい処理費  

環境センター管理費  

光熱水費（電気料、水道料） 17,952,520 円 

薬品費（消石灰、活性炭、キレート剤等） 29,428,258 円 

環境センター運転管理業務委託料 189,750,000 円 

環境センター維持補修費  

  ごみ処理施設定期補修 83,600,000 円 

  排ガス分析計定期補修 7,920,000 円 

  クレーン定期補修 3,729,000 円 

旧環境センター解体事業費  

    旧環境センター解体工事施工監理業務委託料

（令和５年度分） 

4,143,750 円 

  旧環境センター解体工事（令和５年度分） 116,100,000 円 

 

 

 



13 
 

リサイクル処理費 

  リサイクルセンター不燃物処理費  

    光熱水費（電気料、水道料、ガス料） 3,843,944 円 

    リサイクルセンター運転管理業務委託料 

    （不燃物処理分） 

22,430,320 円 

リサイクルセンター不燃物処理施設維持補修費 

    不燃物処理施設維持補修費 

    （破砕設備・その他設備補修等） 

29,168,150 円 

リサイクルセンター資源化処理費  

    リサイクルセンター運転管理業務委託料 

    （資源化処理分） 

17,059,680 円 

し尿処理費  

  衛生センター管理費  

    出水干拓東土地改良区負担金（排水機場経費） 3,000,000 円 

    光熱水費（電気料、水道料、ガス料） 25,986,227 円 

    燃料費（Ａ重油） 10,809,040 円 

    薬品費（高分子凝集剤、硫酸バンド、メタノール等） 8,099,168 円 

    衛生センター運転管理業務委託料 21,989,000 円 

    受入槽及び貯留槽清掃業務委託料 2,750,000 円 

  衛生センター維持補修費  

    オゾン設備・焼却設備・その他設備補修 39,545,000 円 

    前処理設備補修 3,938,000 円 

    凝集沈殿槽防食被覆塗装補修 5,918,000 円 

 
不用額は２，７８９万４，５００円で、主なものは、環境センター管理費１，

４４６万３，７１９円、環境センター維持補修費４０９万１，０８９円、衛生セ

ンター管理費５６３万８１７円である。 
 

 

第６款 公債費 

年 度 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 執 行 率

円 円 円 ％

56,000 12,687 43,313 22.7

4
56,951,000 56,900,679 50,321 99.9

ポイント

増減 △ 56,895,000 △ 56,887,992 △ 7,008 △ 77.2

5
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支出済額は１万２，６８７円で、予算現額に対する執行率は２２．７パーセン

トとなっている。 
 
支出済額は、じんかい処理施設整備事業及びリサイクル処理施設整備事業によ

る組合債定時償還利子である。 
 
  令和５年度末の組合債現在高は、次のとおりである。 

前年度末未償還元金 当年度借入額 当年度元金償還額 当年度末未償還元金

1,700,000円 40,700,000円 0円 42,400,000円

 

 

第７款 予 備 費 

  予算現額５０万円であるが、充用額はなかったため全額が不用額である。
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第７ 財産に関する調書 

公有財産（土地及び建物、物品）について、調書等関係書類により審査した

結果、管理は適切に行われ、年度末現在高は正確であると認められた。 
 
土地については、総面積の増減はなく、当年度末現在高は前年度末現在高と

変わらず２２万６，２７５．８４平方メートルである。 
建物については、木造、非木造とも延べ面積の増減はなく、当年度末現在高

は２万２，３６７．６５平方メートルである。 
物品（車両）については、衛生センターのフォークリフトを１台、老朽化に

より更新を行っているが台数の増減はなく、当年度末現在高は１８台である。 
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第８ む す び   

 
以上、審査に付された令和５年度決算について審査し、その概要を述べてきた。 
当年度は令和４年度から準備してきた旧環境センターの解体等に関する基本計画

に引き続き、令和６年度まで継続する旧環境センターの解体工事に着手している。 
また、策定から９年を経過した一般廃棄物ごみ処理基本計画を見直すとともに、

し尿・浄化槽汚泥に係る生活排水処理基本計画を新たに策定した。 
 
当年度の決算額は、歳入は９億４，１１８万円で、前年度と比較して６，９８６

万円（８．０パーセント）増加している。決算額のうち７４．７パーセントは各市

町の分担金及び負担金が占めている。 
歳出は９億２５９万円で、前年度と比較して６，８６５万円（８．２パーセント）

の増加となっている。 
歳入歳出差引額は３，８５９万円となり、翌年度へ繰り越すべき財源はなく、同

額が実質収支額となっている。 
予算の執行に当たっては、特に指摘する事項はなく、適正な財政運営がなされて

いると認められた。 
  
 ごみ搬入量は、組合及び構成市町の努力により、前年度と比較して事業系ごみが

２４７トン（２．８パーセント）、生活系ごみが５５６トン（３．６パーセント）い

ずれも減少している。 
また、し尿、浄化槽汚泥処理実績においても、前年度と比較して９７１キロリッ

トル（２．３パーセント）減少している。 
 
介護認定審査判定・認定業務及び障害支援区分の判定業務については、今後も公

平・公正かつ迅速な審査・認定業務を実施されたい。なお、当年度は、オンライン

審査を本格的に導入するとともに、介護認定審査会における二次判定を簡素化する

ことで審査会の開催回数が減少し、委員はもとより職員の負担を軽減することとな

った。 
 
組合の管理するごみ焼却施設、環境センターエネクリン北薩は、大きなトラブル

がなく３年が経過した。その他の各施設は、経年劣化が見られるものの、引き続き

適切な維持・管理に努められ今後も安定的な事業継続がなされるよう期待する。                                   
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また、豪雨災害や地震災害などの大規模な災害時に発生する廃棄物の処理に関し

ても、構成市町と連携した組織体制を整備し、収集・運搬・処理・処分において迅

速な対応が可能となるように努められたい。 
最後に、当年度策定した一般廃棄物ごみ処理基本計画及び生活排水処理基本計画

は令和６年度を初年度とする１０年間の計画であるが、組合と各構成市町、地域住

民及び事業者の協力の下に、ごみ排出抑制のための施策を更に進め、各目標を達成

することを期待するものである。 
 


